
招 請

平
成

™
œ
年

˜
月

š
˜
日
木
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

˜
 
号
)

官
報

エ 財務諸表類
オ 登記簿謄本（法人の場合）
カ 登録証明書等
キ 納税証明書の写し

} 物品の製造等契約、物品の販売契約、役
務の提供等契約、物品の買受け契約の申請
を行う場合
ア 登記簿謄本（法人の場合）
イ 財務諸表（法人の場合）又は営業用純
資本額に関する書類及び収支計算書（個
人の場合）
ウ 営業経歴書
エ 納税証明書の写し

^ 申請書等の作成に用いる言語
{ 申請書及び財務諸表は、日本語で作成す
ること。なお、外国語で記載されたその他
の書類は、日本語の訳文を付記し、又は添
付すること。

| 提出書類のうち、金額欄に外国貨幣額を
使用している場合は、出納官吏事務規程（昭
和22年大蔵省令第95号）第16条に規定する
外国貨幣換算率により、邦貨額に換算して
記載すること。

４ 競争に参加することができない者
\ 農研機構契約事務実施規則第８条に規定す
る特別な事由のある場合を除く契約を締結す
る能力を有しない者及び破産者で復権を得な
い者。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別の事由がある場
合に該当する。

] 申請書及び審査に必要な書類に故意に虚偽
の事実を記載した者又はこの者を代理人、支
配人その他の使用人として使用する者

^ 数人の建設業者が共同して工事を施工する
協定により結成した企業体であって、上記４
\若しくは]に該当する構成員を含む者

５ 競争参加資格及びその審査 競争に参加する
ことができる者の資格審査は、農研機構が定め
る「契約競争参加者等資格審査規則」により行
う。なお、競争参加資格に基づき実際に調達を
行うに際しては、適正な競争性を確保するため、
他の等級の競争参加が可能となるような弾力的
な競争参加を認める場合がある。
６ 資格審査結果の通知 資格確認通知書等によ
り通知（郵送）を行う。

７ 会社更生法に基づく更生手続開始の決定又は
民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受け
た者の取扱い
\ 今回の申請時において会社更生法（平成14

年法律第154号）に基づく更生手続申請中の
者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づく再生手続申請中の者は、手続開始の
決定を受けた者（以下「更生手続等開始決定
者」という。）となった後に、一般競争（指名
競争）参加資格の審査の申請を行うこと。

] 平成25年度一般競争（指名競争）参加資格
の有資格者として確認を受けた後に更生手続
等開始決定者となった者は、再度の一般競争
（指名競争）参加資格の審査の申請を行うこ
とができる。

^ 更生手続等開始決定者であって、再度の一
般競争（指名競争）参加資格の審査の申請を
行わないときは、一般競争（指名競争）にお
いて競争参加資格を取り消す場合がある。

８ 農研機構契約事務実施規則の特例を定める規
則第４条第５項に基づく事項
\ 調達をする物品等又は特定役務の種類
物品 外国雑誌

] 資格の有効期間及び更新手続
{ １\及び]の契約に係る資格の有効期間
は資格を付与した日から平成27年３月31日
までとし、その後の有効期間の更新を希望
する者は、平成27年１月に平成27・28年度
の資格審査の公示を行う予定であるので、
当該公示に基づき申請書を提出するものと
する。

| １^からaまでの契約に係る資格の有効
期間は資格を付与した日から平成28年３月
31日までとし、その後の有効期間の更新を
希望する者は、平成28年１月に平成28・
29・30年度の資格審査の公示を行う予定で
あるので、当該公示に基づき申請書を提出
するものとする。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１]の物
品に関する一般的な参考資料及び同`の要求要
件等に関するコメント並びに提供可能なライブ
ラリーに関する資料等の提供を招請する。
\ 資料等の提供期限 平成25年３月18日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）

] 提出先 〒003`0804 北海道札幌市白石区
菊水４条２丁目３番54号 独立行政法人国立
病院機構北海道がんセンター契約係長 鈴木
喜智 電話011`811`9111 内線239

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
\ 交付期間 平成25年１月31日から平成25年
３月18日まで。

] 交付場所 上記２]に同じ。
４ 説明会の開催 本公表に基づく導入説明会は
開催しない。
５ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
６ Summary

\ Classification of the products to be pro-

cured : 22, 31

] Nature and quantity of the products to be

purchased : High Radiation Therapy Sys-

tem 1 set

^ Type of the procurement : Purchase

_ Basic requirements of the procurement :

{ The liner accelerator should be able to

correspond to multi-purpose treatment.

| The system should have an accurate

multi-leaf collimators (MLC) with high

shielding performance.

} The system must be able to perform

intensity modulated radiation therapy

(IMRT).

９ 申請ができない場合 次の各号に掲げる場合
には、１\の申請ができないものとする。
{ 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条
の規定による許可及び同法第27条の23に規定
する経営事項審査を受けていない場合

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 25年１月 31日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構
北海道がんセンター院長 西尾 正道

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 01

〇第 00104号（c00104）
１ 調達内容
\ 品目分類番号 22、31

] 導入計画物品及び数量 高精度放射線治療
システム 一式

^ 調達方法 購入
_ 導入予定時期 平成25年度第４・四半期
` 調達に必要とされる基本的な要求要件
{ リニアック装置は多目的な治療に対応可
能であること。

| リニアック装置は遮蔽能力の高い多分割
コリメータを有すること。

} 強度変調放射線治療（ＩＭＲＴ）が可能
であること。

~ 画像誘導放射線治療（ＩＧＲＴ）が可能
であること。

� 三次元放射線治療計画システムを有する
こと。

� 放射線治療情報管理システムを有するこ
と。

‚ 高精度放射線治療を実施するために必要
な周辺機器を有すること。

ƒ 適切な保守体制と迅速なユーザー支援体
制を有すること。

| 経営事項審査において、総合評定値通知を
受けていない場合

} 競争参加資格申請の直前に通知を受けた経
営事項審査の有効期間が満了している場合

10 競争参加資格を有する者の名簿の閲覧先
〒305`8517 茨城県つくば市観音台３`１`
１ 農研機構統括部財務課会計班契約係
別記１ 発注機関 本部、中央農業総合研究セン

ター、作物研究所、果樹研究所、花き研究
所、野菜茶業研究所、畜産草地研究所、動
物衛生研究所、農村工学研究所、食品総合
研究所、北海道農業研究センター、東北農
業研究センター、近畿中国四国農業研究セ
ンター、九州沖縄農業研究センター、生物
系特定産業技術研究支援センター

別記２ 申請書の提出場所 〒305`8517 茨城県
つくば市観音台３`１`１ 農研機構統括
部財務課会計班契約係 電話029`838`

7195
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